
証拠等関係カードの記載要領について 

 

平成12年8月28日刑二第２７８号高等裁判所 

長官，地方，家庭裁判所長あて刑事局長，総務局 

長依命通達 

 

改正 平成17年10月26日最高裁刑二第000405号 

改正 平成24年6月1日最高裁刑二第000331号 

改正 令和2年11月27日最高裁刑二第1538号 

 

本日付け最高裁刑二第２７７号事務総長通達「証拠等関係カードの様式等について」記

４の定めによる証拠等関係カードの記載要領は，下記のとおりとします。 

なお，簡易裁判所に対しては，所管の地方裁判所長から伝達してください。 

記 

第１  記載要領一般 

１  被告人１名用及び被告人複数用は，検察官請求分，弁護人・被告人請求分及び職権分 

に分けて使用し，補充用は，これらに共通して使用する。 

２ 証拠等関係カードの記載に当たっては，他の書面を引用することができない。ただ 

し，「標目」及び「立証趣旨」以外の各欄について，記載すべき事項の一部につき他の書 

面を引用することは差し支えない。 

３ 検察官又は弁護人が証拠調べの請求をするに際し，被告人１名用又は被告人複数用と 

同じ様式の書面に所要の事項を記載して提出したときは，これを証拠等関係カードとして

利用することができる。 

４ 「請求」，「意見」及び「結果」の各欄に記載すべき内容が数個の証拠につき同じで 

ある場合は，一括して記載することができる。 

５ 被告人１名用又は被告人複数用について，各欄の記載を補充する必要がある場合に 

は，当該欄内に「※」印を付し，これに続けて請求者等の別を問わず通し番号を記載する 

とともに，補充用の「※」欄にこれに対応する番号を記載した上，その「請求・意見・結

果等」欄に補充すべき事項を記載する。 

６ 被告人の供述（冒頭手続における陳述，公判手続の更新の際の陳述，最終陳述及び明

らかに手続的な供述を除く。）については，これがされた事実を職権分の証拠等関係カー

ドに記載する。ただし，控訴審においては，請求者等別の証拠等関係カードにその経過を

も含めて記載することができる。 

７  別紙第１の略語表記載の事項等を記載する場合は，同表記載の略語と異なる略語を用

いることができない。 

８  弁論併合後の証拠調べ手続の経過等は，一つの証拠等関係カードに記載する。ただ 

し，併合前に請求があった証拠につき併合後に証拠調べ手続が行われたときは，当該請求

の記載がある証拠等関係カードにその経過を記載する。 

９  弁論を分離し，記録を別に編成した場合において，新たに記録を編成した事件につき

分離前に請求があった証拠の証拠調べ手続が行われたときは，新たな記録中の当該請求の

記載がある証拠等関係カード又はその謄本若しくは抄本にその経過を記載する。記録を別

に編成しない場合における証拠等関係カードの記載は，８の本文の定めを準用する。 

第２ 各欄の記載要領 

１  被告人１名用 

(1)  冒頭部分 

ア 「請求者等」の箇所には，証拠調べの請求者の別を記載し，職権による取調べの場合

は「職権」と記載する。 

イ  「（№  ）」の箇所には，検察官請求分，弁護人・被告人請求分及び職権分の別に， 

丁数を記載する。 

(2)  「番号」欄 



検察官請求分，弁護人・被告人請求分及び職権分の別に，証拠の番号を記載する。 

(3)  「標目」欄 

「供述者・作成年月日，住居・尋問時間等」の箇所には，証拠書類等の供述者若しくは

作成者及び作成年月日，証人の住居及び尋問所要見込時間又は証拠物の領置番号等を記載

する。 

(4)  「立証趣旨」欄 

ア  証拠と証明すべき事実との関係を記載する。 

イ  「公訴事実の別」の箇所には，公訴事実が複数の場合に，当該証拠によって証明すべ

き公訴事実の番号等を記載する。 

(5)  「請求」欄 

「期日」欄には，証拠調べの請求が公判期日，公判前整理手続期日又は期日間整理手続 

期日にされた場合は，その公判期日の回数又は公判前整理手続期日若しくは期日間整理手

続の回数若しくは年月日を記載し，期日外にされた場合は，請求のあった年月日を記載す

る。 

(6)  「意見」欄 

ア  「内容」欄には，証拠とすることの同意，不同意等証拠調べの請求に対する意見に関 

する事項を記載する。 

イ  「期日」欄の記載については，(5)の定めを準用する。 

(7)  「結果」欄 

ア  「内容」欄には，証拠の採否，取調べ等に関する事項を記載する。 

イ  「取調順序」欄には，取り調べた証拠の取調べの順序を公判期日ごとに記載する。 

ウ  「期日」欄の記載については，(5)の定めを準用する。 

(8)  「備考」欄 

当該証拠に関連する事項を適宜記載する。 

(9)  「編てつ箇所」欄 

記録が分冊されている場合には，当該証拠書類等が編てつされている分冊を特定する事項

を必要に応じて記載する。 

２ 被告人複数用 

(1)  「請求」，「意見」及び「結果」の各欄に所要の事項を記載するときは，それぞれ 

の「関係被告人」欄に，当該事項に関係する被告人を氏又は適宜の符号を用いて記載す 

る。当該事項が全被告人に関係する場合には，「全」と記載することができる。被告人の

符号又は「全」を用いた場合において，必要があるときは，別紙第２に例示する「被告人

の符号と全被告人の範囲」表等を使用して，関係する被告人の氏名及び「全」と表示した

被告人の範囲を明らかにする。 

(2)  その余の各欄等の記載については，１の定めを準用する。 

３  補充用 

(1)  冒頭部分の「（№  ）」の箇所には，補充用の丁数を記載する。 

(2)  「期日」欄の記載については，１の(5)の定めを準用する。 

付記 

１  実施 

この通達は，平成１３年１月１日から実施する。 

２  通達の廃止 

昭和５１年１１月２０日付け最高裁刑二第２３３号刑事局長，総務局長事務取扱依命通 

達「証拠等関係カードの記載要領について」は，平成１２年１２月３１日限り，廃止す 

る。 

３  経過措置 

(1)  この通達の実施の際，従前の略語表及び「被告人の符号と全被告人の範囲」表等の 

用紙が残存している場合には，これを使用して差し支えない。 

(2)  この通達の実施の際，現に作成されている｢被告人の符号と全被告人の範囲｣表等に 

ついては，これを引き続き使用することも差し支えない。 



付記（平１７．１０．２６刑二第000405号） 

１  実施 

この通達は，刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成１６年法律第６２号）の施行の 

日（平成１７年１１月１日）から実施する。 

２  経過措置 

(1)  刑事訴訟規則の一部を改正する規則（平成１７年最高裁判所規則第１０号）による 

改正前の刑事訴訟規則の規定により開始された準備手続期日に行われた事項の記載につい

ては，なお従前の例による。 

(2)  この通達の実施の際，従前の略語表の用紙が残存している場合には，これを使用し 

て差し支えない。 

(3)  この通達の実施の際，現に証拠等関係カードが作成されている場合については，従 

前の略語表を引き続き使用することも差し支えない。 

付記（平２４．６．１刑二第000331号） 

１  実施 

この通達は，情報処理の高度化等に対処するための刑法等の一部を改正する法律（平成

２３年法律第７４号）附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日（平成２４年６月２２

日）から実施する。 

２  経過措置 

(1)  この通達の実施の際，従前の略語表の用紙が残存している場合には，これを使用し 

て差し支えない。  

(2)  この通達の実施の際，現に証拠等関係カードが作成されている場合については，従 

前の略語表を引き続き使用することも差し支えない。  

付記（令２．１１．２７刑二第1538号） 

この通達は，令和３年１月１日から実施する。 
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被告人の符号と全被告人の範囲

１ 証拠等関係カードで用いた被告人の符号は，下記被告人欄記載のとおりである。

２ 証拠等関係カードの「関係被告人」欄に「全」と記載してある場合は，下記の○印を付

した被告人全員を指すものである。

時 期
平成 年

（ ）第 号

被 告 人 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜

符
氏 名

号

（別紙第２）
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